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研究成果の概要（和文）：減塩が健康に良いというポジティブ情報がネガティブ情報よりも減塩価値を高めるこ
とが分かった。特に若い人ほどその効果が高いこともわかった。高血圧と健康に関する情報の公開は非高血圧群
の意識を大幅に向上させることが示された。また、出雲感覚・行動経済実験室を立ち上げて食行動研究を行い、
減塩メニューを開発し教職員に試食して評価を受けた。塩に対するイメージは日本の食事ではネガティブではな
く、むしろ付加価値とされているが、意識の高い人ほど塩をネガティブに捉えていることが分かった。ただし、
統計的にはポジティブ情報とネガティブ情報の影響には差が見られなかった。

研究成果の概要（英文）：Positive information about the health benefits of salt reduction was found 
to increase the value of salt reduction more than negative information. The effect was also found to
 be particularly strong among younger people. Publication of information on hypertension and health 
was shown to significantly increase awareness in the non-hypertensive group. In addition, the Izumo 
Sensory and Behavioral Economy Laboratory was established to conduct dietary behavior research, and 
a low-sodium menu was developed and tasted by faculty and staff for evaluation. Although the image 
of salt is not negative in the Japanese diet, but rather considered an added value, it was found 
that the more conscious people were, the more negatively they perceived salt. Statistically, 
however, there was no difference in the impact of positive and negative information.

研究分野：経済学

キーワード： 高血圧

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
減塩価値は強制的な介入や制御ではなく、塩分摂取と高血圧およびそれによる疾病に関する簡単な情報公開で上
げることができ、その水準は高血圧患者と同レベルになることがわかった。これは医師が薬や治療で強制的に介
入するよりも丁寧な説明を行うことで、患者の費用負担をなくして、高血圧予防につながることが期待され、高
血圧予防のための社会的費用の減少につながることが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 

高血圧は脳卒中・心臓病・腎臓病などを助長する。高血圧は塩分との強い相関が発見されて

いる（Intersalt Cooperative Research Group: Lancet, 1988）。一方で、減塩食の摂取は血

圧を下げる効果があることもアメリカで確認されている(Sacks et al., N. Engl. J. Med., 

2001)。WHO も減塩の必要性を訴えている。日本は欧米に比べて塩分過多の傾向があり、

高血圧の患者数は 4,300万人で、診察を受けているのは 900万人に上る（日本高血圧学会）。

イギリスでは高騰する医療費削減のために政府が食品業界に減塩を働きかけ、食パンの塩

分量を 3年で 10％（1ｇ）減らし、心臓病などの患者が減り、毎年約 2,600億円の医療費削

減に成功した。日本では高血圧性疾患の医療費は 1 兆 8,513 億円と言われており、年齢別

に見ると 45歳を前後に 360億円から 3,800億円と 10倍に跳ね上がる（平成 26年度厚労

省）。若年期の塩分過多の習慣は中高年期にそのまま受け継がれ、高血圧の潜在的予備軍を

増加させることが危惧される。これを防ぐには、若年期より減塩の習慣を身に着け、それを

意識した食生活が効果的である。しかし、外食などに強く依存する若い世代が減塩を意識す

るのは難しい。 

 

２．研究の目的 

本研究では高血圧の潜在的予備軍である若者に対する減塩施策の介入を行う。１）被験者に、

高血圧の危険を認知させたときの減塩に対する価値を選択型実験法のアンケートから推計

する。その際、塩分過多が高血圧を助長するネガティブ情報と減塩が血圧を下げるポジティ

ブ情報を与える 2群に分けて、その差を比較する。２）食堂において、メニューの塩分量の

拡大表示を行い、減塩メニューを導入し、減塩が促進されるかを検証する。 

 

３．研究の方法 

減塩価値のアンケートの設計では、選択型実験法を使い、被験者に減塩食品の選択を繰り返

させることで、製品の価格に対する各要素の相対価値を推計する。ここでは日本高血圧学会

で提供された減塩弁当を参考に、普段食べるお弁当の塩分価値を推計する。アンケートでは

まずこの選択を行う。次に、高血圧の危険性を説明した資料を見せ、塩分と高血圧の関係と

して、塩分過多が血圧を上げるネガティブ情報、もしくは、減塩が血圧を下げるポジティブ

情報を与える 2群に分ける。次に、全く同じ選択肢に再度直面させ、各情報が減塩価値に与

える影響を検証する。分析手法はMixed logit modelを用いて個人の選好の不均一性を認め

た分析を行う。推計された支払意志額を減塩への需要（便益）とし、高血圧の治療費と比較

する費用便益分析を行う。 

次に、学食減塩施策介入実験では、減塩メニューとしては、うま味を落とさずにナトリウム

／カリウム比を下げることができるメニューを作成する。食堂メニューの塩分量を拡大表

示する。被験者の塩分摂取量を追跡する。途中で、医師による高血圧と塩分の関係に関する

説明を介入として行う。説明はネガティブ情報とポジティブ情報で 2 群に分ける。それに

よる減塩メニューの売り上げの変化を調べる。 

 

４．研究成果 

減塩価値のアンケートの推計の結果、塩分摂取が健康を害するというネガティブ情報より



も、減塩が健康を良くするというポジティブ情報が減塩色への付加価値をあげることがわ

かった。さらに、その効果は、若い人ほど高いことがわかった。また、非高血圧群の減塩価

値の情報が与えられた後の減塩価値の上昇は、高血圧の被験者群が情報を与え られる前に

保有している減塩価値を上回ることがわかった。つまり、高血圧と健康に関する情報の公開

は、情報のネガティブやポジティブというベクトルによらず、非高血圧群の減塩意識をかな

り上げることが示された。 

次に、人間の食味間隔である官能を分析し、食行動を研究するための出雲感覚・行動経済実

験室を立ち上げた。その実験室を用いて、減塩調味料などを用いた通常の半分程度の塩分の

メニューを開発した。それを教職員に試食して味について評価してもらった。生協の食堂メ

ニューの一覧をもらい、塩分量の対応表を作成した。減塩食開発と購買行動の追跡について

は、コロナ禍で学生を雇用することが無理となり、食堂も閉鎖されたため、アンケートで代

替した。塩に関するイメージは日本の食事においてはネガティブに捉えられておらず、むし

ろ付加価値として考えられていることがある。しかし、意識が高い人には塩がネガティブに

捉えられていることがわかった。しかし、塩がもつポジティブな情報とネガティブな情報の

どちらが左右するかについての統計的な差は観察されなかった。 
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